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本市においては、昭和 50 年代後半から昭和 60 年代前半を境に、児童生徒数が徐々に減

少し、市全体で学校の小規模化が進む傾向にあります。その一方、局地的な宅地造成によ

って児童生徒数が急激に増加し、大規模化が進んでいる学校もあります。 

このように、学校規模の偏りが顕著となる状況の中、子供たちのためのよりよい教育環

境の確保が必要になってきています。本市では、平成 28 年２月に改定した「鹿児島市教育

振興基本計画」で、取り組むべき施策の一つとして「学校規模の適正化」を掲げており、

平成 28 年６月に「鹿児島市学校規模適正化検討委員会」を設置し、教育に関する専門家の

方々等に様々な視点から検討をしていただきました。その検討結果を、平成 29 年 10 月に

「鹿児島市立小学校・中学校の学校規模適正化・適正配置に関する提言」として提出して

いただきました。 

この提言を基にして、本市の基本的な考え方や方向性をまとめ、「鹿児島市立小学校・中

学校の学校規模適正化・適正配置に関する基本方針（以下「基本方針」という。）」として

策定します。 

基本方針の策定に当たっては、次の３点を基本的な考え方とします。 

１点目は、将来を担う子供たちの豊かな感性や一人一人の可能性を伸ばしていく教育を

実現していくために、子供たちにとってよりよい教育環境を整備し、充実させていくこと

を最優先とします。 

２点目は、学校と地域コミュニティとの相互協力的な関係を維持していくことが重要で

あるため、保護者や地域の方々の学校に対する思いや願い、地域の実情などを踏まえなが

ら、保護者や地域の方々と十分に協議を行い、理解と協力が得られるように努めていきま

す。 

３点目は、本市の人口の推移、学校の立地状況や施設の状況、各学校が抱える教育課題

などを勘案しながら、全市的な視野に立って取り組むこととします。 

以上のような考えに立脚し、本市が掲げる「鹿児島市に誇りを持ち、これからの時代に

必要な生きる力を養い、心身ともにたくましく、学び続ける人材を社会全体で育成します。」

という目指すべき教育の姿が実現できるよう、取り組んでいきます。 

  

Ⅰ  はじめに 



2 

 

80,965  82,000  80,000  79,000  80,000  82,000  

358,756  351,000  336,000  324,000  312,000  295,000  

145,300  167,000  175,000  179,000  181,000  185,000  

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成 

27 32 37 42 47 52

「鹿児島市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」における将来人口 

年齢不詳 

老年人口       

(65歳以上) 

生産年齢人口

(15～64歳) 

年少人口       

(15歳未満) 

 

 

 

１  鹿児島市における将来人口の推計 

本市では、人口減少に歯止めをかけるため、雇用の創出や若い世代の活躍促進、就労・

結婚・子育ての環境整備などを積極的に推進することにしています。それらを着実に推

進し、平成 27 年の 599,814 人（国勢調査）から平成 52 年には 562,000 人と、約 38,000

人の減少で抑えると推計しています。年少人口も、平成 27 年と比較して、平成 42 年で

約 2,000 人の減少、平成 52 年で約 1,000 人の増加が見込めるとしています。 
 

※  国立社会保障・人口問題研究所が平成 25 年３月に公表した推計値によると、鹿児島市の人口は、平
成 27 年の約 600,000 人から、平成 52 年には約 520,000 人まで減少するとされています。15 歳未満の
年少人口は、平成 27 年時と比較して、平成 42 年で約 18,000 人の減少、平成 52 年で約 25,000 人が減
少すると推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２  児童生徒数・学校数の推移 

昭和 50 年度以降で、児童生徒数が一番多かった年度（小学校：昭和 58 年度、中学校：

昭和 62 年度）と平成 29 年度を比較すると、次の表のようになります。 

 

 小  学  校    中  学  校  

年  度 児 童 数 学 校 数  年  度 生 徒 数 学 校 数 

昭和 58 年度

(Ａ) 
53,809 人 72 校 

 昭和 62 年度 

(Ｃ) 
27,421 人 35 校 

平成 29 年度 

(Ｂ) 
33,006 人 78 校 

 平成 29 年度 

(Ｄ) 
15,754 人 39 校 

差 

（Ｂ－Ａ） 
－20,803 人 ＋6 校 

 差 

（Ｄ－Ｃ） 
－11,667 人 ＋4 校 

※  児童生徒数は、いずれの年度も４月現在の人数 

Ⅱ  鹿児島市及び市立小・中学校の状況 

資料：27 年は国勢調査、32 年以降は「鹿児島市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」 

（平成 27年 12月） 

（年） 

（人） 

(599,814) (600,000) (591,000) (582,000) (573,000) (562,000) 
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※  平成 16 年度以前の児童生徒数と学校数は、旧鹿児島市と合併前の吉田町、桜島町、

喜入町、松元町、郡山町（以下「五町地域」という。）の数を合計したものです。 

 

 

 
  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

20

30

40

50

60

70

80

90

100

昭和 

50 52 54 56 58 60 62
平成 

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29

小 

学 

校 

数 

児童数と小学校数の推移 

旧鹿児島市学校数 五町地域学校数 児童数 

一市五町合併 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

昭和 

50 52 54 56 58 60 62
平成 

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29

中 

学 

校 

数 

生徒数と中学校数の推移 

旧鹿児島市学校数 五町地域学校数 生徒数 

児童：53,809 人 

平成 29 年度児童数 
33,006 人 

※平成 16 年度までの児童数は、旧鹿児島市と五町地域の合計 

(校) (人) 

児 

童 

数 

生徒：27,421 人 

平成 29 年度生徒数 
15,754 人 

※平成 16 年度までの生徒数は、旧鹿児島市と五町地域の合計 

一市五町合併 

(校) (人) 

生

 

徒

 

数 



4 

 

 

 

 

１  学校の役割 

学校には、単に教科等の知識や技能を習得させるだけでなく、子供たちが集団の中で、

多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨して、これからの時代を生きぬく

力を身に付けられることや、一人一人がその個性や能力を伸ばせるような教育活動が求

められています。 

そのためには、適正な学校規模を確保していくことが必要だと考えます。 

 

２  小規模校や大規模校の教育活動の特徴 

小規模校、大規模校それぞれに、学校規模に起因するメリットとデメリットがありま

す。各学校では、メリットを生かし、デメリットを克服するための創意工夫や努力を行

っていますが、児童生徒数の偏りがさらに顕著になってきており、各学校の取組だけで

は、デメリットを補いきれない状況が生じています。 

 

（１）小規模校の特徴 

 メリット デメリット 

学  

習  
面 

○  子供一人一人の学力を把握しやすく、個

に応じたきめ細かな指導が行いやすい。 

○  子供一人一人の発表及び体験的な活動

等に対する回数や時間が確保されやすい

ため、達成感や自己有用感を感じやすい。 

○  学校全体の実態把握がしやすく、家庭や

地域と連携した取組が図りやすい。 

●  小集団のため、多様な考えに触れる機会

が少ない。 

●  友人同士や学級間での競争など、切磋琢

磨する機会が少なく、向上心や競争心が育

ちにくい。 

●  中学校では専門の教科外の授業を担当

することがある。 

生  

活  

面 

○  子供一人一人の生活環境等が把握しや

すく、きめ細やかな指導が行いやすい。 

○  子供一人一人が活躍できる場面が多い。 

○  異年齢集団の活動が設定しやすい。 

●  人間関係が固定化されやすく、関係が悪

くなると解消されにくい。 

●  部活動の種類や外部指導者が少なくな

りがちである。 

学
校
運
営
面 

○  職員が少ないことから、共通理解や連携

が図りやすい。 

○  学期末や学年末の成績処理等の事務に

要する時間が少ない。 

●  一人の職員が担当する校務分掌が多く

なる。 

●  バランスのとれた職員配置が難しい。 

●  作業の分担や行事運営をするための職

員数が足りない。 

そ
の
他 

○  地域や保護者の意見が反映されやすい。 

○  校庭や特別教室等を比較的自由に使用

できる。 

●  ＰＴＡ会員の役割が固定しやすく、一人

一人の負担も大きくなりやすい。 

Ⅲ  学校の規模適正化・適正配置の必要性 
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（２）大規模校の特徴 

 メリット デメリット 

学  

習  

面 

○  集団の中で、多様な考え方や意見に触れ

る機会が多く、考えが広がりやすい。 

○  友人同士や学級間での競争など、切磋琢

磨する機会が多く、向上心や競争心が育ち

やすい。 

○  児童生徒数、教員数が多いため、グルー

プ学習など多様な学習形態をとりやすい。 

○  教科の専門性の高い授業を受けること

ができる。 

●  子供一人一人の学力の状態を把握しに

くいため、個に応じたきめ細かな指導が行

いにくい。 

●  学習活動や学校行事等において、一人一

人が活躍する場や機会を設定しにくい。 

●  子供一人一人への十分な見届けができ

ず、学習意欲の低下につながりやすい。 

生  

活  

面 

○  学級編制を変えることにより、新たな人

間関係が構築できる。 

○  大集団での行事により、所属感や達成感

を味わうことができる。 

○  部活動の種類や外部指導者が多い。 

●  一人一人の生活環境等が把握しにくく、

きめ細やかな指導が行いにくい。 

●  同学年の結びつきが中心となり、異学年

交流の機会が設定しにくい。 

学
校
運
営
面 

○  一人の職員が担当する校務分掌が少な

い。 

○  職員が多く、作業の分担や行事運営が円

滑に行える。 

○  職員同士での相談や実践研究などが資

質向上につながる。 

●  職員が多いことから、共通理解や連携が

図りにくい。 

●  体験学習・校外学習等を計画するに当た

り、日程等に関する調整が難しい。 

●  学期末や学年末の成績処理等の事務に

時間を要する。 

そ
の
他 

○  多くの保護者が、ＰＴＡ活動等に関わる

ことができる。 

●  保護者の数が多く、理解・協力を得るの

に時間がかかる場合がある。 

●  教室等の施設・設備が不足しがちであ

る。 
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１  適正な学校規模 

（１）適正な学校規模についての国の法令等 

学校教育法施行規則では、小学校、中学校ともに、12～18 学級を標準としています。 

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令では、学校を統合する

場合は、12～24 学級までを適正な学校規模としています。 

また、文部科学省「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（以

下「文部科学省の手引」という。）」によると、小学校の「望ましい学級数の考え方」

においては、「全学年でクラス替えを可能としたり、学習活動の特質に応じて学級を超

えた集団を編成したり、同学年に複数教員を配置するためには１学年２学級以上（12

学級以上）あることが望ましい」としています。 

中学校においては、「免許外指導をなくしたり、全ての授業で教科担任による学習指

導を行ったりするためには、少なくとも９学級以上を確保することが望ましい」とし

ています。 

 

（２）鹿児島市における適正な学校規模 

国の法令や文部科学省の手引きを踏まえ、どのような学校規模が必要であるかを考

えた上で、学校としてよりよく教育効果が発揮できる適正な学校規模を、次のように

します。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）学校規模の適正化を検討する範囲 

「鹿児島市における適正な学校規模」を設定したことにより、今後、適正化につい

て検討を進めていく学校規模の範囲を、次のようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

  

鹿児島市における適正な学校規模 

○  小学校    12 学級 （各学年２学級）～24 学級（各学年４学級） 

○  中学校    ９学級 （各学年３学級）～24 学級（各学年８学級） 

適正化を検討する範囲 

○  11 学級以下の小学校 

○  ８学級以下の中学校 

○  31 学級以上の小・中学校 

Ⅳ  適正な学校規模と適正配置の考え方 
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（４）今後の児童生徒数の推移により検討する範囲 

「鹿児島市における適正な学校規模」を超えるものの、適正化を検討するまでには

至らない大規模の小・中学校（25～30 学級）については、児童生徒数のこれまでの推

移やこれからの将来推計、学校規模に起因する教育課題などを把握しつつ、それぞれ

の状況に応じた検討をしていきます。 

 

２  学校の適正配置 

（１）学校の適正配置についての国の法令等 

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令第４条では、「通学距離

が、小学校にあってはおおむね４ｋｍ以内、中学校にあってはおおむね６ｋｍ以内で

あること」としています。 

また、文部科学省の手引においては、「通学距離による考え方」として、「徒歩や自

転車による通学距離としては、小学校で４ｋｍ以内、中学校で６ｋｍ以内という基準

はおおよその目安として引き続き妥当であると考えられます。」としています。 

「通学時間による考え方」としては、「通学時間について、『おおむね１時間以内』

を一応の目安」としています。 

 

（２）鹿児島市における適正配置の基準 

本市における公立小・中学校の適正な配置を考える上での、適正な通学距離並びに

公共交通機関等を利用する場合の適正な通学時間については、次のようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鹿児島市における適正配置の基準 
 

 通 学 距 離 通 学 時 間 

小 学 校 おおむね４ｋｍ以内 おおむね１時間以内 

中 学 校 おおむね６ｋｍ以内 おおむね１時間以内 
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３  市内小・中学校の状況 

本市の小・中学校に、「鹿児島市における適正な学校規模」の基準を当てはめると、以

下のようになります。 

※  学級数は、平成 29 年５月１日現在のものであり、年度によって変動する可能性が

あります。（特別支援学級を除く） 
 

（１）小学校における範囲 

 適正化を検討する範囲
 

            

今後の児童生徒数 

の推移により、 

検討する範囲 

 適正化を検討する範囲

             

 10 校               

 
平川 

63 
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64 
              

     
東昌 

65 
       ７校                           

  ６校   
宮 

67 
      ６校 

石谷 

399 
６校                      

（上段） 

学校名 
  

  
黒神 

5 
  

小山田 

71 
      

星峯東 

342 

荒田 

410 

桜丘東 

421 
                     

（下段） 

児童数 
  

  
一倉 

8 
  

南方 

77 
      

西伊敷 

360 

坂元台 

410 

伊敷 

439 
    ４校                     

  
錫山 

12 
３校  

桜洲 

86 
   ３校   

中郡 

364 

山下 

424 

明和 

444 
    

西田 

583 
３校  ３校                  

  
桜峰 

28 

生見 

25 
２校 

中名 

87 
２校   

花野 

248 
 ２校 

宮川 

372 

桜丘西 

429 

松元 

460 
 ２校  ２校 

向陽 

596 

広木 

637 
 

錦江台 

722 
 ２校  ２校  ２校            

  
皆与志 

30 

花尾 

28 

前之浜 

44 

瀬々串 

99 

郡山 

238 
１校 １校 

松原 

257 
１校 

名山 

330 

大龍 

382 

坂元 

437 

南 

474 
１校 

皇徳寺 

485 
１校 

鴨池 

559 

川上 

606 

星峯西 

660 
 
八幡 

729 
１校 

東谷山 

805 
１校 

西紫原 

877 
１校 

福平 

981 
１校   １校       １校 

 
 

東桜島 

40 

本城 

43 

吉田 

67 

牟礼岡 

125 

本名 

205 

城南 

233 

喜入 

255 

武岡台 

271 

武岡 

358 

中洲 

351 

大明丘 

388 

春山 

479 

草牟田 

493 

宇宿 

515 

武 

502 

伊敷台 

574 

清水 

605 

田上 

622 

紫原 

682 
 
西陵 

736 

和田 

775 

原良 

807 

玉江 

851 

西谷山 

900 

清和 

934 

谷山 

986 

吉野東 

999 
  

吉野 

1111 
      

中山 

1360 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

過小規模校 
（５学級以下） 

小規模校 
（６～11 学級） 

適正規模校 
（12～18 学級） 

統合の場合の 
適正規模校 

（19～24 学級） 

大規模校 
（25～30 学級） 

過大規模校 
（31 学級以上） 

※  休校中の高免小を除く 
 

（２）中学校における範囲 

適正化を検討する 

 範  囲

 
                               

                                

   ６校                         
（上段） 

学校名 
  

  ５校         
甲南 

394 
                        

（下段） 

生徒数 
  

  
錫山 

15 
        

坂元 

399 
  ４校                          

  
吉田北 

25 
   ３校  ３校 ３校  

緑丘 

403 
３校  

谷山北 

509 
                         

  
東桜島 

28 
   

吉田南 

222 
 

喜入 

299 

清水 

341 
２校 

吉野東 

429 

福平 

429 
 
松元 

531 
  ２校 ２校     ２校                 

 １校 
桜島 

68 
  １校 

明和 

236 
１校 

武岡 

316 

西陵 

345 

星峯 

417 

皇徳寺 

444 

桜丘 

451 
 

伊敷台 

537 
  

紫原 

672 

和田 

732 
  １校  

谷山 

914 

 
               

 黒神 

4 

河頭 

109 
  

郡山 

200 

甲東 

241 

長田 

264 

玉龍 

356 

天保山 

358 

鴨池 

443 

南 

445 

武 

482 
 

西紫原 

543 
  

伊敷 

689 

城西 

736 
  

東谷山 

813 
 
吉野 

915 
                

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

過小規模校 
(２学級以下) 

小規模校 
（３～11 学級） 

適正規模校 
（12～18 学級） 

統合の場合の 
適正規模校 

（19～24 学級） 

大規模校 
（25～30 学級） 

過大規模校 
（31 学級以上） 

鹿児島市における 
適正な学校規模 

鹿児島市における適正な学校規模 

学級数 

学級数 

該 当 す る 学 校 な し 
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１  校区の変更 

隣接する校区を変更することによって、隣接する双方が、それぞれに適正規模となる

場合は、校区の変更により学校の規模適正化・適正配置が図られます。 

 

 

 

 

 

 

２  学校の統合 

適正化を検討する範囲にある学校が、過小規模校や小規模校、適正規模校と隣接して

おり、互いに統合することで、より適正な学校規模が維持されると見通せる場合は、学

校の統合によって学校規模の適正化が図られます。 

 

≪例≫  過小規模校・小規模校が適正規模校と統合 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  小中一貫教育の導入 

今後、児童生徒数の増加が見込めず、学校の小規模化が解消されない場合は、小中一

貫型小学校・中学校等として再編することによって、学校全体としての児童生徒数や教

職員数を確保し、よりよい教育環境が整えられます。 

 

≪例１≫  複数の過小規模・小規模小学校が複数の過小規模・小規模中学校と統合 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ  学校規模を適正化する手立て 

Ａ校区 

適正規模校 

 

Ａ校区 

過大規模校 

大規模校 

 

Ｂ校区 

小規模校 

過小規模校 

 

 

 

Ｂ校区 

適正規模校 

 

適 正 規 模 校 

小規模校 
過小規模校 

適正規模校 

小 規 模 
中 学 校 

過 小 規 模 
中 学 校 

小 規 模 
小 学 校 

小 中 一 貫 型 
小学校・中学校 

過 小 規 模 
小 学 校 
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≪例２≫  適正規模小学校・適正規模中学校が統合 
 

※  現時点で、小学校・中学校ともに適正規模校であっても、小中一貫教育の教育効果

について保護者や地域の方々の理解が得られ、小中一貫教育の導入が望ましいと考え

られる場合は、適正規模校同士の統合も検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  学校施設の整備 

児童生徒数が増加し、教室数の不足や大規模校としての教育課題が顕著になった場合

は、校舎等の増築による必要な教室数の確保や改修などにより、教育環境を整備してい

きます。 

 

５  学校の分離新設 

適正化を検討する 31 学級以上の過大規模校の分離新設については、今後の児童生徒数

の増減を勘案した上で、より慎重に判断していく必要があります。 

そこで、適正化を検討する 31 学級以上の過大規模校については、分離新設よりも施設

整備による対応を基本にして、よりよい教育環境の整備に努めていきます。 

  

適 正 規 模 
小 学 校 

適 正 規模 
中 学 校 

小 中 一 貫 型 
小学校・中学校 
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１  子供に対する配慮 

学校の規模適正化・適正配置を進めるに当たっては、子供たちに精神的な不安や動揺

を生じさせないよう、子供たちの気持ちに配慮した取組について検討していきます。 

また、障害のある子供の教育環境に変化がある場合は、発達の段階や障害の状態・特

性等を考慮し、実態に応じた支援について配慮します。 

 

２  保護者や地域の方々の理解と協力 

学校の規模適正化・適正配置を進めるに当たっては、保護者や地域の方々と学校関係

者、教育委員会とがよりよい教育環境を整えるための思いを共有し、理解と協力を得な

がら協議を進めていきます。 

また、地域がこれまで培ってきた歴史や文化などを踏まえながら、伝統芸能の伝承活

動や地域行事と学校行事の連携などを行うことによって、地域と学校の相互協力的な関

係が維持されていくよう努めます。 

 

３  通学環境・通学手段への配慮 

通学路が変更になる場合には、子供たちの安全確保に努めるほか、通学距離・時間の

基準を超える場合は、児童生徒の身体的負担が過度とならないよう通学にかかる負担軽

減や保護者の経済的負担の軽減に配慮します。 

 

４  学校施設の状況 

学校の統合や小中一貫型小学校・中学校等の設置を検討する際には、校舎等の老朽化

の状況や安全性等も勘案しながら、総合的な観点から検討します。 

 

５  関係機関等との連携 

学校は子供たちの学びの場であると同時に、地域のコミュニティ活動や防災活動の中

心的な役割を担っているため、各種施策を行う関係機関等とも連携しながら取り組みま

す。 

  

Ⅵ  学校の規模適正化・適正配置を進める上での留意点 



12 
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資  料  編 
 

  



14 

 

【 学校適正規模についての法令の規定 】 

 

○  学校教育法施行規則 

（学級数） 

第四十一条  小学校の学級数は、十二学級以上十八学級以下を標準とする。ただし、地域

の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。 

（準用規定） 

第七十九条  第四十一条から第四十九条まで、第五十条第二項、第五十四条から第六十八

条までの規定は、中学校に準用する。この場合において、第四十二条中「五学級」とあ

るのは「二学級」と、（中略）読み替えるものとする。 

 

○  義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律及び同施行令 

【義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律】 

（国の負担） 

第三条  国は、政令で定める限度において、次の各号に掲げる経費について、その一部を

負担する。この場合において、その負担割合は、それぞれ当該各号に掲げる割合による

ものとする。 

一～三略 

四  公立の小学校及び中学校を適正な規模にするため統合しようとすることに伴つて必

要となり、又は統合したことに伴つて必要となつた校舎又は屋内運動場の新築又は増

築に要する経費二分の一 

２  前項第一号の教室の不足の範囲及び同項第四号の適正な規模の条件は、政令で定める。 

 

【義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令】 

（適正な学校規模の条件）  

第四条  法第三条第一項第四号の適正な規模の条件は、次の各号に掲げるものとする。  

一  学級数がおおむね十二学級から十八学級までであること。  

二  通学距離が、小学校にあつてはおおむね四キロメートル以内、中学校にあつてはお

おむね六キロメートル以内であること。  

２  五学級以下の学級数の学校と前項第一号に規定する学級数の学校とを統合する場合に

おいては、同項同号中「十八学級」とあるのは、「二十四学級」とする。  

３ 略 

 

○ 小学校設置基準（平成十四年三月二十九日文部科学省令第十四号） 

（一学級の児童数）  

第四条  一学級の児童数は、法令に特別の定めがある場合を除き、四十人以下とする。た

だし、特別の事情があり、かつ、教育上支障がない場合は、この限りでない。 

（学級の編制）  

第五条  小学校の学級は、同学年の児童で編制するものとする。ただし、特別の事情があ

るときは、数学年の児童を一学級に編制することができる。 
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○ 中学校設置基準（平成十四年三月二十九日文部科学省令第十五号） 

（一学級の生徒数） 

第四条  一学級の生徒数は、法令に特別の定めがある場合を除き、四十人以下とする。た

だし、特別の事情があり、かつ、教育上支障がない場合は、この限りでない。 

（学級の編制）  

第五条  中学校の学級は、同学年の生徒で編制するものとする。ただし、特別の事情があ

るときは、数学年の生徒を一学級に編制することができる。 

 

※  １学級当たりの児童生徒数 

小・中学校 小 学 校 中 学 校 

同学年の児童生徒で編制する学級 35 人（１年生） 

40 人（２～６年生） 

40 人 

複式学級（２個学年） 16 人 

（１年生を含む場合８人） 

８人 

特別支援学級 

特別支援学校（小・中学部） 

８人 

６人（重複障害 ３人） 

８人 

 

 

○  文部省助成課資料「これからの学校施設づくり」（昭和 59 年）より 

※  学校規模の分類 

 過小規模 小規模 

適正規模 

大規模 過大規模  学校統廃合の 

場合の許容範囲 

学級数 １～５ ６～11 12～18 19～24 25～30 31 以上 

※  中学校の過小規模は１～２学級、小規模は３～11 学級 

 



宮小 

花尾小 

牟礼岡小 

郡山小 

小山田小 

花野小 川上小 

吉野東小 吉野小 西伊敷小 

大明丘小 
伊敷台小 

坂元小 

坂元台小 

清水小 

玉江小 

草牟田小 

原良小 
名山小 

伊敷小 

明和

武岡台小 

武岡小 

西田小 

桜丘東小 

田上小 
中州小 

山下小 

松原小 

城南小 

武小 
荒田小 

大龍小 

中郡小 
八幡小 

紫原小 

鴨池小 

南小 

広木小 

宇宿小 

西紫原小 

向陽小 

桜丘西小 宮川小 

中山小 

東谷山小 

清和小 

西谷山小 谷山小 

和田小 

錦江台小 

福平小 

瀬々串小 

西陵小 

桜洲小 

東桜島小 

桜峰小 

小学校の分布図 

黒神小 

犬迫小 

春山小 
星峯西小 

星峯東小 

皇徳寺小 

石谷小 

松元小 

錫山小中 

吉田小 

本城小 

本名小 

皆与志小 

南方小 

東昌小 

平川小 

中名小 

喜入小 

一倉小 

前之浜小 

生見小 

※             実線は校区の境界 
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吉田北中 

吉田南中 

郡山中 

清水中 

長田中 

天保山中 

河頭中 

東桜島中 

黒神中 

桜島中 

甲東中 

喜入中 

坂元中 

伊敷台中 

緑丘中 

吉野中 吉野東中 

武中 
甲南中 

紫原中 

西紫原中 鴨池中 

南中 

谷山北中 

皇徳寺中 

桜丘中 

東谷山中 

星峯中 

松元中 

伊敷中 

城西中 
武岡中 

錫山中 

中学校の分布図 

谷山中 

和田中 

福平中 

明和中 

西陵中 

玉龍中 

※             実線は校区の境界 

 17


